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（議案 ２） 

２０２０年９月  日 

沖縄県知事     玉城デニー 殿 

沖縄県企業局 局長 棚原憲実  殿 

保健医療部 部長  大城玲子  殿 

 

那覇市長    城間幹子 

那覇市議会議長 久高友弘 

 

北谷浄水場への嘉手納由来の取水を止め、血中濃度調査を実施する要望案 

 

  那覇市民は、市街東部のおもろまち・前島・泉崎・東町等２８ケ字の数万人の住民が、北谷浄

水場からの給水を受けています。日々の市民の健康不安が続いています。 

 PFASを含有する原水が、嘉手納基地由来の水であるといわれています。市民不安解消のために、

沖縄県および関係七市町村が協力して、下記の通り、北谷浄水場への嘉手納基地由来の取水を止め、

こと県民の血中濃度調査を実施していただくたく、要望いたします。  

 

記 

 

（要望事項） 

１． 嘉手納基地由来のPFASに汚染された取水をとりやめてほしい。 

 

２．県の調査でも、隣の西原浄水場からの水に含まれる PFAS物質は、1ng／ｌです。同じ街に生

活しながら、東側と西側では大きな差異があります。市民の健康不安格差解消のためには、北

谷浄水場からの給水を清潔なものにしてほしい。 

 

２． 国にも予算要求をして、県及び関係七市町村と協力して、血中濃度調査を広く実施してほしい。 

 

 

（要望の趣旨） 

① 北部の国管理ダムの整備が終わり、ここ 10 数年断水はありません。企業局排水管理のご

努力には感謝申しあげます。しかし、いまだに北谷浄水場からの給水を受ける市民は、七

市町村４５万人に及んでいます。海水淡水化装置の稼働率も１台にすぎません。国と県、

関係七市町村が協力して、この状況を解決することが、日本復帰 50 年を迎える沖縄県民

にとっては、悲願ともいえるでしょう。 

② 私たち沖縄県民も、環境保護の意識は高くなり節水に努めております。嘉手納由来のPFAS

を含んだ水を使わなくても十分に間に合うものではないでしょうか。配水場や排水管の切

り替え整備をしていただき、名護浄水場や石川浄水場、西原浄水場からの水を補充できる

ようになれば、市民不安は解消できると考えます。 

③ PFASの問題が県民に明らかになって以後、京都大学の小泉昭夫先生や北海道大学の岸玲

子先生による健康被害や血中濃度調査が、マスコミを通して発表されています。しかし、

その調査点数は、非常に少ないものであり、沖縄県民全体に対する疫学的調査として比較

検討できるものとは言えないでしょう。これを機に、県民的な血中濃度検査を実施し、七

市町村の市民が安心して日常生活を過ごせるようにしていただきたい。 

以 上 



２０２０年９月  日 

米空軍嘉手納基地司令官  殿 

 

那覇市長    城間幹子 

                          那覇市議会議長 久高友弘 

 

嘉手納基地への立ち入り調査の要求決議案 

 

  那覇市民は、市街東部のおもろまち・前島・泉崎・東町等２８ケ字の数万人の住民が、北谷浄

水場からの給水を受けています。日々の市民の健康不安が続いています。 

 PFASを含有する原水が、嘉手納基地由来の水であるといわれています。市民不安解消のために、

沖縄県および関係七市町村が協力して、下記の項目について立ち入り調査することを許可いただく

たく、要望いたします。  

 

記 

（調査項目） 

１． 北谷浄水場の水源となっている嘉手納基地内の河川および井戸群の水を採取し、PFAS含有量

を検査させてほしい。また、その取水源周辺の土壌も採取し、PFAS関連物質の含有量を検査

させてほしい。 

 

２．原因とされている泡消火剤の保管状況を現場で確認させてほしい。また、なぜ国際的に禁止さ

れているPFAS含有の消火剤を廃棄できないのか、聞かせてほしい。 

 

３． 従来から消火訓練が行われてきた訓練場の現場を見せていただき、その土壌採取をさせてほし

い。 

 

４．基地内で生活している米兵とその家族の飲み水は、どのように確保しているのか、直接聞き取

りをさせてほしい。 

以 上 

（調査の趣旨） 

① ストックホルム条約によって製造・使用が禁止された物質からなる消火剤を保有し続ける

ことに納得がゆかない。 

② 米国内の各州では、賠償を求めて民事訴訟が行われ賠償金の支払いも発生している。州内

でPFAS関連含有量が、１０ｎｇ／ｌ以下の基準を設定しているところも出ており、米兵

とその家族を含めて、周辺住民の健康不安が続いている。 

③ 厚生労働省が設定した50ng／ｌは、PFOAとPFOSだけの合算値であり、健康被害に影

響がないとはいえない。沖縄県は低体重児の出生率が全国一高く、発がん発症比率も高い。 

④ 2014年に締結された「環境補足協定」を適用し、地元自治体による調査を認めるべきであ

る。 

以上 


